＜事業計画書＞応募者の概要
１．応　募　者
	ふりがな
氏名
	
	性別
	男・女
	生年月日
	昭和・平成
年　　月　　日　　（　　歳）

	連絡先
住所等
	〒　　 －　　



	
	電話番号
	
	F A X
	

	
	E-Mail
	

	現在の職業
	1.　会社員　　2.　専業主婦・主夫　　3.　ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　4.　学生　5.　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （該当に○）

	他の事業との兼務
	申込時において、他の事業を営んで　（　い る　・　い な い　）　　　　　　　（該当に○)

	職　歴
	昭・平・令　　　年　　月
	

	
	昭・平・令　　　年　　月
	


２．創業の予定
	予定している起業形態
	１．個人事業　　２．会社設立　　　　（該当に○）

	開業・法人等設立予定日
	令和　　年　　月　　日（予定）

	創業予定場所（予定）
	〒　　　　－　　　


	創業予定の事業内容・業種
	事業内容：　　　　　　　　　　　　
（日本標準産業分類中分類　業種名：　　　　　　　　　コード：　　　　　　　）

	資　本　金（予定）
	千円　

	出資者数（予定）
	名

	役員・従業員数等（予定）
	合計；　　　　　　名　　（内訳） ①役員　　：　　　名　②従業員　　：　　　名　
③ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　：　 　　名　


※会社設立の場合、申請者自らが創業又は設立し、代表取締役あるいは代表社員となる場合に限ります。
３．補助金制度の活用状況
（１）現在、国（独立行政法人等含む）及び自治体による他の補助金等を受けていますか。又は申請していますか。
→　１．い　る　：　２．い　な　い　　（該当する番号を記入：　　　　）　※回答が１の場合は以下にご記入ください。
	①補助金等の名称
	②補助金等実施機関名

	③補助金等のテーマ名
	実施期間
	交付決定額もしくは希望額

	①
	②

	③
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日
	円


４．創業時点での資格、実績などの経営資源の状況　（※なければ「なし」と記載ください）
	項目
	内容

	①人
（資格・実績・知識・ﾈｯﾄﾜｰｸ・ﾊﾟｰﾄﾅｰ等）
	

	②モノ
（製品・設備・在庫・その他の物品等）
	

	③金
（自己資金等）
	

	④情報
（顧客情報・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ情報・技術情報等）
	

	⑤その他
（自由記載）
	


＜事業計画書＞
※各項目を記載するにあたり、図表や写真等を交えても構いません

	確認事項

	本補助金を申請するにあたり、商工会を除く第３者からアドバイスを受けている場合、
その相手方を記載してください。
	①アドバイスをした第３者の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


①　事業テーマを記載してください。（30文字以内）
	


②　事業内容について、詳しくわかりやすく記載してください。
	


③　創業者について詳しく教えてください。（創業の動機・きっかけ、これまでの実績、ノウハウなど）
	


④　市場規模や顧客ニーズに対して、どのような魅力を提供できるのか、競合他社との違いを踏まえて
詳しく記載してください。

	


⑤　将来どうなっていきたいのか詳しく記載してください。
	


⑥　将来の目指している姿になるための取組を、販路開拓・人材育成・実施体制・スケジュールなどを
踏まえて詳しく記載してください。

	


⑦　上記販路開拓・人材育成・実施体制等を行うことで、どういった効果があるのか詳しく記載してください。

	


⑧　売上・利益等の計画（決算期毎）※エクセルデータなど別紙で示してもよい　　（単位：千円）

	
	１年目(  年　月～　年　月期)
	２年目
（　年　月～　年　月期）
	３年目
（　年　月～　年　月期）

	(a)売上高
	千円
	千円
	千円

	(b)売上原価
	千円
	千円
	千円

	(c)売上総利益(a-b)
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円

	(d)販売管理費
	　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円

	営業利益(c-d)
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円

	従業員数
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)

	計算根拠
(商品･サービス毎、事業毎など詳細に記載ください)
	
	
	


⑨　申請するにあたり、何を補助対象経費に入れるのかを、写真等交えながら詳しく記載してください。

	


■資金調達方法（単位：円）
＜補助対象経費の調達一覧＞　　　　　　　　　　　　　　　＜相当額の手当方法＞(※３)

	区分
	金額（円）
	資金
調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金
調達先

	1.自己資金
	
	
	
	2-1.自己資金
	
	

	2.補助金（※１）
	
	
	
	2-2.金融機関からの借入金
	
	

	3.金融機関からの借入金
	
	
	
	2-3.その他
	
	

	4.その他
	
	
	
	
	
	

	5.合計額
（※２）
	
	
	
	


※１　別紙「補助事業の経費明細」の「補助金交付申請額」 　と一致すること
※２　別紙「補助事業の経費明細」の「事業に要する総経費合計額」 　 と一致
※３　補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について、記入してください。
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